
 

 

平成 29年２月 15日 

各   位 

会社名  ジャパンベストレスキューシステム株式会社 

代表者名 代表取締役  榊原 暢宏 

（コード：2453 東証第一部・名証第一部） 

問合せ先 執行役員コーポレートプラットフォームカンパニー長  若月  光博  

（TEL：052-212-9908） 

 

 

（訂正）「平成 29年９月期第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について 

 

当社は、平成 29年２月 13日に公表いたしました「平成 29年９月期第１四半期決算短信

〔日本基準〕（連結）」について一部訂正いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

 

１．訂正の理由 

「平成 29 年９月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の提出後に、記載内容の一

部に誤りがあることが判明しましたので、これを訂正いたします。 

 

 

２.訂正内容 

訂正箇所についは、下線を付して表示しております。訂正前および訂正後の全文を記載して

おります。主な訂正箇所は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



訂正前 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年10月１日 至 平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

      （単位：千円） 

 報告セグメント 

 
コ ー ル 

センター 
会 員 企業提携 加 盟 店 

少額短期 

保 険 
リ ペ ア 計 

売上高        

外部顧客への売上高 238,869 1,136,438 770,540 19,922 704,938 101,855 2,972,564 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － 449 － 21,074 － 21,523 

計 238,869 1,136,438 770,989 19,922 726,012 101,855 2,994,088 

セグメント利益又は損失(△) 17,982 370,369 193,512 △73,614 40,578 △60,739 488,090 

 

    

 
その他 

(注)１ 
合 計 

調整額 

(注)２ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)３ 

売上高     

外部顧客への売上高 22 2,972,587 － 2,972,587 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ 21,523 △21,523 － 

計 22 2,994,111 △21,523 2,972,587 

セグメント利益又は損失(△) 22 488,112 △298,338 189,774 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車賃貸事業を含

んでおります。 

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△298,338千円には、セグメント間取引消去1,811千円、

各報告セグメントに配分していない全社費用△300,149千円が含まれております。全社費用は、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

 

 

 

 

 



訂正後 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年10月１日 至 平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

      （単位：千円） 

 報告セグメント 

 
コ ー ル 

センター 
会 員 企業提携 加 盟 店 

少額短期 

保 険 
リ ペ ア 計 

売上高        

外部顧客への売上高 238,869 1,136,438 770,540 19,922 704,938 101,855 2,972,564 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － 449 － 21,074 － 21,523 

計 238,869 1,136,438 770,989 19,922 726,012 101,855 2,994,088 

セグメント利益又は損失(△) 17,982 252,392 131,665 △92,856 40,578 △60,739 289,023 

 

    

 
その他 

(注)１ 
合 計 

調整額 

(注)２ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)３ 

売上高     

外部顧客への売上高 22 2,972,587 － 2,972,587 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ 21,523 △21,523 － 

計 22 2,994,111 △21,523 2,972,587 

セグメント利益又は損失(△) 22 289,046 △99,271 189,774 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車賃貸事業を含

んでおります。 

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△99,271千円には、セグメント間取引消去1,811千円、

各報告セグメントに配分していない全社費用△101,082千円が含まれております。全社費用は、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

 

上記の変更に伴い、１.当四半期に関する定性的情報 （１）経営成績に関する説明の内容も訂正して

おります。 

 

以  上 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間における我が国の経済は、基調としては緩やかな回復を続けている一方、中国経済の

減速や英国のＥＵ離脱問題などの海外経済の不確実性の高まりを背景とした、円高・株安の中、企業収益の悪化等

を通じて景気は下振れしやすい状況にあります。 

このような状況の下、当社グループは「困っている人を助ける！」という経営理念に基づき、「ありがとう」と

言っていただける、安心・快適なサービスを提供することで、既存事業の強化と新たな成長基盤の確立に取り組ん

でまいりました。 

当第１四半期連結累計期間における売上高は、2,972,587千円（前年同期比13.2％増）、営業利益は189,774千円

（前年同期比63.1％増）、経常利益は202,118千円（前年同期比70.4％増）となり、親会社株主に帰属する四半期

純利益は271,219千円（前年同期比156.3％増）となりました。 

なお、当第１四半期連結累計期間における作業件数はガラス関連サービス４千件、水まわり関連サービス10千件、

カギの交換関連サービス13千件、パソコン関連サービス３千件です 

各セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントとして

記載する事業セグメントを変更しており、当第１四半期連結累計期間の比較・分析は、変更後の区分に基づいてお

ります。 

① コールセンター事業 

当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、238,869千円（前年同期比44.4％増）となり、営業利

益は17,982千円（前年同期比58.2％減）となりました。 

② 会員事業 

当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、1,136,438千円（前年同期比7.6％増）となり、営業利

益は370,369千円（前年同期比305.7％増）となりました。 

③ 企業提携事業 

当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、770,989千円（前年同期比2.7％減）となり、営業利益

は193,512千円（前年同期比59.1％増）となりました。 

④ 加盟店事業 

当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、19,922千円（前年同期比21.8％減）となり、営業損失

は73,614千円（前年同期は営業損失93,431千円）となりました。 

⑤ 少額短期保険事業 

当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、726,012千円（前年同期比16.7％増）となり、営業利

益は40,578千円（前年同期比5.5％減）となりました。 

⑥ リペア事業 

当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、101,855千円となり、営業損失は60,739千円となりま

した。 

⑦ その他の事業 

当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、22千円（前年同期比99.7％減）となり、営業利益は22

千円（前年同期比99.3％減）となりました。 
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（２）財政状態に関する説明 

（流動資産） 

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末と比べ492,741千円減少し、

8,933,439千円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金が76,583千円増加したものの、現金及び預金が

815,560千円減少したことによるものであります。 

（固定資産） 

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末と比べ66,374千円増加し、

2,967,973千円となりました。これは主に、有形固定資産が36,652千円、投資有価証券が35,518千円増加したこと

によるものであります。 

（繰延資産） 

当第１四半期連結会計期間末における繰延資産の残高は、前連結会計年度末と比べ895千円減少し、69千円とな

りました。これは、少額短期保険事業に係る保険業法第113条繰延資産が895千円減少したことによるものでありま

す。 

（流動負債） 

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末と比べ210,554千円減少し、

3,242,420千円となりました。これは主に、買掛金が65,296千円増加したものの、未払法人税等が221,777千円減少

したことによるものであります。 

（固定負債） 

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末と比べ147,166千円増加し、

3,583,916千円となりました。これは主に、長期借入金が15,009千円減少したものの、長期前受収益が77,227千円

増加したことによるものであります。 

（純資産） 

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末と比べ363,874千円減少し、5,075,144

千円となりました。これは主に、自己株式が528,622千円増加したことによるものであります。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

第２四半期連結累計期間及び通期の連結業績予想に関しましては、平成28年11月14日に公表いたしました連結業

績予想から変更はありません。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

該当事項はありません。 

 

（４）追加情報 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。 
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３．四半期連結財務諸表 

（１）四半期連結貸借対照表 

  （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年９月30日) 

当第１四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,614,322 6,798,762 

受取手形及び売掛金 935,843 1,012,427 

商品及び製品 91,458 93,904 

貯蔵品 3,681 3,654 

その他 825,618 1,072,411 

貸倒引当金 △44,743 △47,721 

流動資産合計 9,426,180 8,933,439 

固定資産   

有形固定資産 162,315 198,967 

無形固定資産   

のれん 108,319 98,862 

その他 184,159 170,358 

無形固定資産合計 292,478 269,220 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,624,130 1,659,648 

破産更生債権等 1,465,785 1,465,994 

その他 919,879 934,337 

貸倒引当金 △1,562,990 △1,560,194 

投資その他の資産合計 2,446,804 2,499,785 

固定資産合計 2,901,599 2,967,973 

繰延資産 964 69 

資産合計 12,328,744 11,901,481 

負債の部   

流動負債   

買掛金 510,797 576,093 

1年内返済予定の長期借入金 230,347 160,183 

未払法人税等 276,358 54,580 

賞与引当金 19,618 5,251 

会員引当金 319,850 268,152 

支払備金 30,747 35,005 

責任準備金 546,719 551,711 

その他 1,518,537 1,591,443 

流動負債合計 3,452,975 3,242,420 

固定負債   

長期借入金 628,168 613,159 

長期前受収益 2,652,855 2,730,083 

その他 155,726 240,674 

固定負債合計 3,436,750 3,583,916 

負債合計 6,889,725 6,826,337 
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  （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年９月30日) 

当第１四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 779,643 779,643 

資本剰余金 3,627,029 3,627,029 

利益剰余金 656,815 755,648 

自己株式 △76,307 △604,929 

株主資本合計 4,987,181 4,557,392 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 451,837 517,751 

その他の包括利益累計額合計 451,837 517,751 

純資産合計 5,439,018 5,075,144 

負債純資産合計 12,328,744 11,901,481 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

（四半期連結損益計算書） 

（第１四半期連結累計期間） 

  （単位：千円） 

 

前第１四半期連結累計期間 

(自 平成27年10月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第１四半期連結累計期間 

(自 平成28年10月１日 

 至 平成28年12月31日) 

売上高 2,626,963 2,972,587 

売上原価 1,582,237 1,637,772 

売上総利益 1,044,726 1,334,814 

販売費及び一般管理費 928,358 1,145,040 

営業利益 116,368 189,774 

営業外収益   

受取利息 5,198 155 

受取配当金 11,560 10,975 

その他 4,759 4,751 

営業外収益合計 21,517 15,882 

営業外費用   

支払利息 1,501 992 

保険業法第113条繰延資産償却費 5,136 895 

投資事業組合運用損 8,613 － 

貸倒引当金繰入額 3,969 － 

自己株式取得費用 － 1,589 

その他 76 61 

営業外費用合計 19,298 3,538 

経常利益 118,587 202,118 

特別利益   

投資有価証券売却益 34,336 133,837 

その他 1,940 － 

特別利益合計 36,276 133,837 

特別損失   

固定資産除却損 4,016 4,287 

関係会社株式売却損 8,191 － 

投資有価証券評価損 － 5,767 

その他 8 － 

特別損失合計 12,217 10,054 

税金等調整前四半期純利益 142,647 325,901 

法人税等 34,378 54,681 

四半期純利益 108,268 271,219 

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,464 － 

親会社株主に帰属する四半期純利益 105,804 271,219 
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（四半期連結包括利益計算書） 

（第１四半期連結累計期間） 

  （単位：千円） 

 

前第１四半期連結累計期間 

(自 平成27年10月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第１四半期連結累計期間 

(自 平成28年10月１日 

 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 108,268 271,219 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 558,058 65,914 

その他の包括利益合計 558,058 65,914 

四半期包括利益 666,327 337,133 

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 663,863 337,133 

非支配株主に係る四半期包括利益 2,464 － 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

当社は、平成28年11月21日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,818,000株の取得を行い、自己株式が

499,972千円増加しております。また、平成28年12月９日開催の取締役会決議に基づき、自己株式111,900株の取得

を行い、自己株式が28,649千円増加しております。 

この結果、当第１四半期連結会計期間末において自己株式は604,929千円となっております。 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成27年10月１日 至 平成27年12月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

     （単位：千円） 

 報告セグメント 

 
コ ー ル 

センター 
会 員 企業提携 加 盟 店 

少額短期 

保 険 
計 

売上高       

外部顧客への売上高 165,403 1,054,689 791,981 25,474 582,745 2,620,294 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － 1,763 359 － 39,152 41,274 

計 165,403 1,056,452 792,340 25,474 621,898 2,661,569 

セグメント利益又は損失(△) 43,042 91,291 121,597 △93,431 42,950 205,450 

 

    

 
その他 

(注)１ 
合 計 

調整額 

(注)２ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)３ 

売上高     

外部顧客への売上高 6,669 2,626,963 － 2,626,963 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － 41,274 △41,274 － 

計 6,669 2,668,238 △41,274 2,626,963 

セグメント利益又は損失(△) 3,110 208,560 △92,191 116,368 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療機器事業、自動車賃貸事業を含

んでおります。 

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△92,191千円には、セグメント間取引消去1,656千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△93,848千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。 

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年10月１日 至 平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

      （単位：千円） 

 報告セグメント 

 
コ ー ル 

センター 
会 員 企業提携 加 盟 店 

少額短期 

保 険 
リ ペ ア 計 

売上高        

外部顧客への売上高 238,869 1,136,438 770,540 19,922 704,938 101,855 2,972,564 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － 449 － 21,074 － 21,523 

計 238,869 1,136,438 770,989 19,922 726,012 101,855 2,994,088 

セグメント利益又は損失(△) 17,982 370,369 193,512 △73,614 40,578 △60,739 488,090 

 

    

 
その他 

(注)１ 
合 計 

調整額 

(注)２ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)３ 

売上高     

外部顧客への売上高 22 2,972,587 － 2,972,587 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ 21,523 △21,523 － 

計 22 2,994,111 △21,523 2,972,587 

セグメント利益又は損失(△) 22 488,112 △298,338 189,774 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車賃貸事業を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△298,338千円には、セグメント間取引消去1,811千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△300,149千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。 

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

当第１四半期連結会計期間から、「その他事業」に含まれていた「リペア事業」について量的な重要性

が増したため報告セグメントとして記載する方法に変更しております。 

なお、「リペア事業」については、前第３四半期連結会計期間に事業譲受により開始しているため、当

該変更による前第１四半期連結累計期間のセグメント情報に対する影響はありません。 
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（その他） 

(重要な訴訟事件等) 

(1) 当社の連結子会社であったJBR Leasing株式会社と共同で行った自動車賃貸事業により多大な損失を被ったと

して、平成27年５月20日付で株式会社EHS破産管財人弁護士川上明彦氏から100,000千円の損害賠償請求訴訟の提

起を受け、提出日現在係争中であります。 

当社としては、対応に過失はないものと判断しており、訴訟の中で正当性を主張していく方針であります。 

なお、平成27年10月１日を効力発生日として、当社を存続会社とし、JBR Leasing株式会社を消滅会社とする

吸収合併により、当社が上記訴訟における被告としての地位を承継しております。 

 

(2) 当社は、当社の子会社であった株式会社バイノスに対し、金銭消費貸借契約に基づき金銭の貸付を行っており

ましたが、同社が平成28年１月19日に福島地方裁判所郡山支部より破産手続開始決定を受けたことから、その連

帯保証人である同社の元代表取締役湯川恭啓氏を被告として、保証債務の履行を求める民事訴訟を、名古屋地方

裁判所に提起し、提出日現在係争中であります。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間における我が国の経済は、基調としては緩やかな回復を続けている一方、中国経済の

減速や英国のＥＵ離脱問題などの海外経済の不確実性の高まりを背景とした、円高・株安の中、企業収益の悪化等

を通じて景気は下振れしやすい状況にあります。 

このような状況の下、当社グループは「困っている人を助ける！」という経営理念に基づき、「ありがとう」と

言っていただける、安心・快適なサービスを提供することで、既存事業の強化と新たな成長基盤の確立に取り組ん

でまいりました。 

当第１四半期連結累計期間における売上高は、2,972,587千円（前年同期比13.2％増）、営業利益は189,774千円

（前年同期比63.1％増）、経常利益は202,118千円（前年同期比70.4％増）となり、親会社株主に帰属する四半期

純利益は271,219千円（前年同期比156.3％増）となりました。 

なお、当第１四半期連結累計期間における作業件数はガラス関連サービス４千件、水まわり関連サービス10千件、

カギの交換関連サービス13千件、パソコン関連サービス３千件です 

各セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントとして

記載する事業セグメントを変更しており、当第１四半期連結累計期間の比較・分析は、変更後の区分に基づいてお

ります。 

① コールセンター事業 

当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、238,869千円（前年同期比44.4％増）となり、営業利

益は17,982千円（前年同期比58.2％減）となりました。 

② 会員事業 

当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、1,136,438千円（前年同期比7.6％増）となり、営業利

益は252,392千円（前年同期比176.5％増）となりました。 

③ 企業提携事業 

当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、770,989千円（前年同期比2.7％減）となり、営業利益

は131,665千円（前年同期比8.3％増）となりました。 

④ 加盟店事業 

当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、19,922千円（前年同期比21.8％減）となり、営業損失

は92,856千円（前年同期は営業損失93,431千円）となりました。 

⑤ 少額短期保険事業 

当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、726,012千円（前年同期比16.7％増）となり、営業利

益は40,578千円（前年同期比5.5％減）となりました。 

⑥ リペア事業 

当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、101,855千円となり、営業損失は60,739千円となりま

した。 

⑦ その他の事業 

当第１四半期連結累計期間における当事業の売上高は、22千円（前年同期比99.7％減）となり、営業利益は22

千円（前年同期比99.3％減）となりました。 
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（２）財政状態に関する説明 

（流動資産） 

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末と比べ492,741千円減少し、

8,933,439千円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金が76,583千円増加したものの、現金及び預金が

815,560千円減少したことによるものであります。 

（固定資産） 

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末と比べ66,374千円増加し、

2,967,973千円となりました。これは主に、有形固定資産が36,652千円、投資有価証券が35,518千円増加したこと

によるものであります。 

（繰延資産） 

当第１四半期連結会計期間末における繰延資産の残高は、前連結会計年度末と比べ895千円減少し、69千円とな

りました。これは、少額短期保険事業に係る保険業法第113条繰延資産が895千円減少したことによるものでありま

す。 

（流動負債） 

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末と比べ210,554千円減少し、

3,242,420千円となりました。これは主に、買掛金が65,296千円増加したものの、未払法人税等が221,777千円減少

したことによるものであります。 

（固定負債） 

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末と比べ147,166千円増加し、

3,583,916千円となりました。これは主に、長期借入金が15,009千円減少したものの、長期前受収益が77,227千円

増加したことによるものであります。 

（純資産） 

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末と比べ363,874千円減少し、5,075,144

千円となりました。これは主に、自己株式が528,622千円増加したことによるものであります。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

第２四半期連結累計期間及び通期の連結業績予想に関しましては、平成28年11月14日に公表いたしました連結業

績予想から変更はありません。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

該当事項はありません。 

 

（４）追加情報 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。 
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３．四半期連結財務諸表 

（１）四半期連結貸借対照表 

  （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年９月30日) 

当第１四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,614,322 6,798,762 

受取手形及び売掛金 935,843 1,012,427 

商品及び製品 91,458 93,904 

貯蔵品 3,681 3,654 

その他 825,618 1,072,411 

貸倒引当金 △44,743 △47,721 

流動資産合計 9,426,180 8,933,439 

固定資産   

有形固定資産 162,315 198,967 

無形固定資産   

のれん 108,319 98,862 

その他 184,159 170,358 

無形固定資産合計 292,478 269,220 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,624,130 1,659,648 

破産更生債権等 1,465,785 1,465,994 

その他 919,879 934,337 

貸倒引当金 △1,562,990 △1,560,194 

投資その他の資産合計 2,446,804 2,499,785 

固定資産合計 2,901,599 2,967,973 

繰延資産 964 69 

資産合計 12,328,744 11,901,481 

負債の部   

流動負債   

買掛金 510,797 576,093 

1年内返済予定の長期借入金 230,347 160,183 

未払法人税等 276,358 54,580 

賞与引当金 19,618 5,251 

会員引当金 319,850 268,152 

支払備金 30,747 35,005 

責任準備金 546,719 551,711 

その他 1,518,537 1,591,443 

流動負債合計 3,452,975 3,242,420 

固定負債   

長期借入金 628,168 613,159 

長期前受収益 2,652,855 2,730,083 

その他 155,726 240,674 

固定負債合計 3,436,750 3,583,916 

負債合計 6,889,725 6,826,337 
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  （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年９月30日) 

当第１四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 779,643 779,643 

資本剰余金 3,627,029 3,627,029 

利益剰余金 656,815 755,648 

自己株式 △76,307 △604,929 

株主資本合計 4,987,181 4,557,392 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 451,837 517,751 

その他の包括利益累計額合計 451,837 517,751 

純資産合計 5,439,018 5,075,144 

負債純資産合計 12,328,744 11,901,481 



－ 7 － 

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

（四半期連結損益計算書） 

（第１四半期連結累計期間） 

  （単位：千円） 

 

前第１四半期連結累計期間 

(自 平成27年10月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第１四半期連結累計期間 

(自 平成28年10月１日 

 至 平成28年12月31日) 

売上高 2,626,963 2,972,587 

売上原価 1,582,237 1,637,772 

売上総利益 1,044,726 1,334,814 

販売費及び一般管理費 928,358 1,145,040 

営業利益 116,368 189,774 

営業外収益   

受取利息 5,198 155 

受取配当金 11,560 10,975 

その他 4,759 4,751 

営業外収益合計 21,517 15,882 

営業外費用   

支払利息 1,501 992 

保険業法第113条繰延資産償却費 5,136 895 

投資事業組合運用損 8,613 － 

貸倒引当金繰入額 3,969 － 

自己株式取得費用 － 1,589 

その他 76 61 

営業外費用合計 19,298 3,538 

経常利益 118,587 202,118 

特別利益   

投資有価証券売却益 34,336 133,837 

その他 1,940 － 

特別利益合計 36,276 133,837 

特別損失   

固定資産除却損 4,016 4,287 

関係会社株式売却損 8,191 － 

投資有価証券評価損 － 5,767 

その他 8 － 

特別損失合計 12,217 10,054 

税金等調整前四半期純利益 142,647 325,901 

法人税等 34,378 54,681 

四半期純利益 108,268 271,219 

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,464 － 

親会社株主に帰属する四半期純利益 105,804 271,219 
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（四半期連結包括利益計算書） 

（第１四半期連結累計期間） 

  （単位：千円） 

 

前第１四半期連結累計期間 

(自 平成27年10月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第１四半期連結累計期間 

(自 平成28年10月１日 

 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 108,268 271,219 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 558,058 65,914 

その他の包括利益合計 558,058 65,914 

四半期包括利益 666,327 337,133 

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 663,863 337,133 

非支配株主に係る四半期包括利益 2,464 － 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

当社は、平成28年11月21日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,818,000株の取得を行い、自己株式が

499,972千円増加しております。また、平成28年12月９日開催の取締役会決議に基づき、自己株式111,900株の取得

を行い、自己株式が28,649千円増加しております。 

この結果、当第１四半期連結会計期間末において自己株式は604,929千円となっております。 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成27年10月１日 至 平成27年12月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

     （単位：千円） 

 報告セグメント 

 
コ ー ル 

センター 
会 員 企業提携 加 盟 店 

少額短期 

保 険 
計 

売上高       

外部顧客への売上高 165,403 1,054,689 791,981 25,474 582,745 2,620,294 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － 1,763 359 － 39,152 41,274 

計 165,403 1,056,452 792,340 25,474 621,898 2,661,569 

セグメント利益又は損失(△) 43,042 91,291 121,597 △93,431 42,950 205,450 

 

    

 
その他 

(注)１ 
合 計 

調整額 

(注)２ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)３ 

売上高     

外部顧客への売上高 6,669 2,626,963 － 2,626,963 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － 41,274 △41,274 － 

計 6,669 2,668,238 △41,274 2,626,963 

セグメント利益又は損失(△) 3,110 208,560 △92,191 116,368 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療機器事業、自動車賃貸事業を含

んでおります。 

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△92,191千円には、セグメント間取引消去1,656千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△93,848千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。 

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年10月１日 至 平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

      （単位：千円） 

 報告セグメント 

 
コ ー ル 

センター 
会 員 企業提携 加 盟 店 

少額短期 

保 険 
リ ペ ア 計 

売上高        

外部顧客への売上高 238,869 1,136,438 770,540 19,922 704,938 101,855 2,972,564 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － 449 － 21,074 － 21,523 

計 238,869 1,136,438 770,989 19,922 726,012 101,855 2,994,088 

セグメント利益又は損失(△) 17,982 252,392 131,665 △92,856 40,578 △60,739 289,023 

 

    

 
その他 

(注)１ 
合 計 

調整額 

(注)２ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)３ 

売上高     

外部顧客への売上高 22 2,972,587 － 2,972,587 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ 21,523 △21,523 － 

計 22 2,994,111 △21,523 2,972,587 

セグメント利益又は損失(△) 22 289,046 △99,271 189,774 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車賃貸事業を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△99,271千円には、セグメント間取引消去1,811千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△101,082千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。 

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

当第１四半期連結会計期間から、「その他事業」に含まれていた「リペア事業」について量的な重要性

が増したため報告セグメントとして記載する方法に変更しております。 

なお、「リペア事業」については、前第３四半期連結会計期間に事業譲受により開始しているため、当

該変更による前第１四半期連結累計期間のセグメント情報に対する影響はありません。 
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（その他） 

(重要な訴訟事件等) 

(1) 当社の連結子会社であったJBR Leasing株式会社と共同で行った自動車賃貸事業により多大な損失を被ったと

して、平成27年５月20日付で株式会社EHS破産管財人弁護士川上明彦氏から100,000千円の損害賠償請求訴訟の提

起を受け、提出日現在係争中であります。 

当社としては、対応に過失はないものと判断しており、訴訟の中で正当性を主張していく方針であります。 

なお、平成27年10月１日を効力発生日として、当社を存続会社とし、JBR Leasing株式会社を消滅会社とする

吸収合併により、当社が上記訴訟における被告としての地位を承継しております。 

 

(2) 当社は、当社の子会社であった株式会社バイノスに対し、金銭消費貸借契約に基づき金銭の貸付を行っており

ましたが、同社が平成28年１月19日に福島地方裁判所郡山支部より破産手続開始決定を受けたことから、その連

帯保証人である同社の元代表取締役湯川恭啓氏を被告として、保証債務の履行を求める民事訴訟を、名古屋地方

裁判所に提起し、提出日現在係争中であります。 
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